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人口問題の設定と生殖への介入―三論文へのコメント

松原　洋子

本誌第 1部には、「人口政策と生殖の歴史研究会」（2016 年 8 月 6 日、キャ
ンパスプラザ京都）での報告にもとづき、保明綾氏、杉田菜穂氏、由井秀樹氏
からいずれも充実した論考をお寄せいただいた。同研究会の企画者として、三
氏の論文に対し若干のコメントを述べておきたい。

1．保明綾「日韓関係とアジアの家族計画」
保明論文では、日本の国際協力NGOであるジョイセフが 1970 年代にアジ
ア諸国で展開した、家族計画事業の地政学的背景について詳しく検討されてい
る。ジョイセフの家族計画事業は「インテグレーション・プロジェクト」と呼
ばれ、寄生虫予防を糸口に家族計画を普及するという、ユニークなものであっ
た。この取り組みは、1968 年にジョイセフを創設した國井長次郎により考案
され、彼のリーダーシップのもとで成功をおさめ、1980 年代以降はラテンア
メリカ、アフリカでも実施された。保明によれば、インテグレーション・プロ
ジェクト設立の基盤となったのが、1960 年代の韓国の寄生虫予防事業に対す
る日本の医療協力であった。韓国政府からの要請にもとづく政府間協力に、政
府からの推薦で國井が関わることになった。日本で寄生虫予防運動の実績をも
つ國井は、研修などの事業に関する実務を担当して国際医療協力の経験を積み、
人脈を形成してインテグレーション・プロジェクトにつなげていったという。
保明は日韓基本条約（1965 年発効）にもとづくこの医療協力が、冷戦構造
のもとでのアメリカのアジア戦略によるものであったと分析する。アメリカは、
ソ連に対抗してアジアの「自由世界」を繁栄させるべく日韓関係の修復をはか
り、寄生虫予防の日韓医療協力はその一環であった。さらに、過剰人口をアジ
ア・アフリカ・ラテンアメリカの低開発の要因とみるアメリカは、家族計画事
業を冷戦外交の戦略に組み込んでいたが、インテグレーション・プロジェクト
はその目的にも合致するものであった。
なお、保明論文では日本の家族計画事業による国際協力の地政学的背景とし
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て冷戦構造に注目しているが、筆者はそれに加えて、大日本帝国の解体後のア
メリカ主導によるアジア地域の再編と日本の戦後賠償としてのアジア経済援助
という枠組みが重要であると考える１）。保明もまさに、韓国の寄生虫予防事業
への日本の協力が、1965 年の日韓請求権及び経済協力協定にもとづくもので
あったことを指摘している。大日本帝国は、マルサス主義的な人口論からみれ
ば、まさに低開発国の過剰人口がもたらした侵略の実例であり、アジアに対す
る戦略的な人口抑制の最初のターゲットとなったのが、敗戦後の日本であった。
その点でも保明論文は、20 世紀を貫く日本の人口問題および人口政策の地政
学的な布置を展望するための視角を実証的な手法で提示している、貴重な論考
である。

2．  杉田菜穂「日本における優生－優境主義の形成と展開―家族計画から社
会開発、家族政策へ」
大日本帝国によるアジア支配は、戦前日本の人口政策と密接に関係していた。
杉田論文は戦前の人口論の系譜を、人間社会の進化の追求としての「優生－優
境主義」という独自の概念で解いてみせる。「氏か育ちか」「遺伝か環境か」と
いう二項対立としての優生対優境という図式ではなく、「遺伝的に劣る人々を
生殖から遠ざける断種政策の形成と、健全な〈生〉、優れた〈生〉の育成を支
援する社会政策の形成という 2つの動向は、人口の〈質〉への関心で結びつい
ていた」という。
杉田によれば、19 世紀終わりから 20 世紀初めにかけて西欧の先進諸国で出
生率低下が問題になりはじめたことが、「優生－優境主義」の背景にある。補
足すると優生の観点で特に問題視されたのは、その出生率低下が意識的に子ど
もを産み控える中上流の「優れた階層」にみられる一方で、下流の「劣った階
層」では依然として出生率が高いため「逆淘汰」が起こって、人間社会の進化
を阻害することであった２）。「優生－優境主義は、消極的優生（劣等分子淘汰）
の手段としての強制断種立法化の推進論と反対論、慎重論が交錯するなかに展
開した。ここに、優生学がもたらしたものを評価するうえでの複雑さがある」と、
杉田は指摘している。確かに優生学批判、断種法批判をする論者であっても、
条件付きで制限的に断種を認めることは珍しくなかった。また優生論者も良い
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遺伝的な資質を発揮させるために、「優境」の重要性を認めていた。特に人口
の質をめぐる議論との関連では優生と優境を原理的対立としてではなく、社会
進化をめざす相互浸透的で連続的なアプローチとしてとらえる杉田の「優生－
優境主義」説は、有効であると考える。戦前の日本ではまだ全体として過剰人
口論が優勢であったが、そこにもやはり「優生－優境主義」がみられた。これ
は、近代化を急ぐ日本が、先進諸国の課題を先取りしようとしたためであろう。
一方、戦後については 1950 年代を「家族計画論の時代」、1960 年代を「社
会開発論の時代」ととらえ、保明論文と重なる認識が示される。そして、1970
年代後半に優生概念は「人権問題に抵触する」ものとして認識されるようにな
り、さらに 1994 年の国際人口開発会議で提唱された「リプロダクティブ・ラ
イツ」の浸透により、人口の〈質〉の議論は福祉や人権の問題に置き換えられ、
「行きすぎた少子化」という人口の〈量〉に関する問題提起がなされるに至っ
たという。この整理によると、人口の〈質〉への関心にもとづく優生－優境主
義はもはや過去のものとなった、ということになる。確かに〈質〉の問題が、「優
生－優境主義」の文脈で人口政策論として明示的に論じられることは、現在で
はほぼないといって良いだろう。しかし、少子化が〈量〉の問題に尽きるかと
いえば、そうとも言えない。人口概念は生殖への関心と不可分の関係にあり、
それゆえに生物学モデル・医学モデルに依拠する優生主義を導くことになった。
つまり生殖が焦点になる限り、生物学モデル・医学モデルが〈質〉の議論を導
く可能性は十分にあるといえる。次の由井論文では、その事例が具体的に提示
されている。

3．由井秀樹「妊娠出産に関する知識の啓発と少子化対策における人口の質」
由井論文は、「少子化」への対応が人口の〈質〉に関わる議論を導く過程を

検討している。2013 年、内閣府に「少子化危機突破タスクフォース」が設置
され、子育て支援だけではなく結婚、妊娠、出産の促進も目的とされた。その
一環として、妊娠・出産検討サブチームでは、女性手帳などの啓発事業を提案
した。また、厚生労働省に「不妊に悩む方への特定治療支援事業等の在り方に
関する検討会」が設置され、晩産化や不妊治療などの課題が挙げられた。由井
は、羊水検査が開始された 1970 年代以降の母子保健政策の経緯を概観しなが
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ら、少子化対策としての妊娠出産に関する啓発活動に加齢による妊娠率の低下
や、「先天異常児」の出生可能性が高まることが問題視されていたことを指摘
する。そのうえで、「少子化対策の文脈で行われる妊娠・出産に関する啓発には、
数の問題の影に、人口の質の問題が潜んでおり、1970 年代の国及び自治体レ
ベルでの優生政策の強化―優生保護法の改定は実現しなかったわけであるが
―の精神が生き続けている」という。
リプロダクティブ・ライツの概念は、女性の妊娠・出産の主体性を尊重する
と同時に、生殖補助技術へのアクセスを促進する環境の形成にもつながった。
出産の医療化はもとより、現在では不妊ではない人も含めた妊娠の医療化が進
行している。政府の少子化対策は、その解決策としての生物学モデル・医学モ
デルによる生殖への介入を焦点化することで、女性集団とその子どもを医療政
策・保健政策に包摂する。由井論文は、現代日本における〈質〉の議論の再構
成に注意を喚起することにより、少子化を「人口政策と生殖の歴史」に位置づ
けるための有効なアプローチを示している。

注
１）浅野豊美編著『戦後日本の賠償問題と東アジア地域再編』慈学社出版、
2013 年
２）米本昌平・松原洋子・橳島次郎・市野川容孝『優生学と人間社会』、講談社、
2000 年
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